
地球温暖化対策実⾏計画
（地域推進版）

－環境モデル都市推進プラン－

進捗状況
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産業部門

業務部門

家庭部門

運輸部門

廃棄物部門

その他部門

CO2以外2

新潟市の温室効果ガス排出量の推移（直近2022年度暫定値）新潟市の温室効果ガス排出量の推移（直近2022年度暫定値）

2030
目標

2024
目標

基準年度比
（前年度比）

2022
（暫定）20212020201920182013

（基準）年度

-50%-30%-31.4%
（-3.7%）558.1579.4570.4616.5661.1814.1

温室効果ガス
排出量
（万t-CO2)

△31.4%

【暫定値】
【基準年度】

１

 第３期計画期間（2019〜2024年度）終了。
 算定可能な直近2022年度暫定値は2013年度⽐31.4%削減と、第３期短期目標である2024年度までに30%削減を達成した。
 中期目標である2030年度までに50%削減に向けて引き続き取り組みを進めていく。



新潟市の部門別CO2排出量の推移（直近2022年度暫定値）新潟市の部門別CO2排出量の推移（直近2022年度暫定値）

2030
目標

基準年度比
（進捗率）

2022【暫定】
（前年度比）20212020201920182013

（基準）年度

155.9
（-41%）

-40.7%
（99.3％）

156.6
（-5.8％）166.2160.0171.1205.7264.2産業

63.4
（-61%）

-28.0％
（45.9%）

117.1
（-8.3％）127.6112.5129.6127.8162.6業務

61.0
（-66%）

-32.9％
（49.9%）

120.4
（+0.8％）119.4129.1137.1141.4179.5家庭

93.9
（-37%）

-12.0％
（32.3%）

131.3
（-1.2%）132.8133.9140.9148.3149.1運輸

9.3
（-23%）

-9.3％
（39.7％）

11.0
（+1.6%）10.810.910.29.512.1廃棄物

6.1
（-74%）

-97.5％
（132.0％）

0.6
（-51.4%）1.22.86.16.323.3その他

主な増減理由主な増減理由
【2013年度⽐】全部門において減少。
 省エネ機器・設備の普及、再エネ発電量の増加による低炭素な電気の普及が要因として考えられる。

【2021年度⽐】家庭、廃棄物部門で増加。
 家庭部門では、特に電気使⽤においてエネルギー消費量が増加し、排出量は約1万t-CO2増加した。夏季の真夏日の増加が原因として考
えられる。

 廃棄物部門では、廃油、廃プラスチック焼却量の増加により、排出量は約2,000t-CO2増加した。
 産業部門では化学⼯業のエネルギー消費量の減少により、排出量は約7万t-CO2減少した。
 業務部門では、卸売業・⼩売業のエネルギー消費量の減少により、排出量は約6万t-CO2減少した。
 運輸部門では、⾃動⾞由来の排出量が約8,000t-CO2減少した。⾛⾏距離はガソリン⾞で5%増加しており、燃費の改善が考えられる。 2



取組指標・参考指標取組指標・参考指標

中期目標
(2030年度)

短期目標
(2024年度)

実績
(2024年度)

現状値
(2018年度)指標

－－認定終了10件GAP認定件数

取
組
指
標

１

田
園
環
境
の
保
全
・
持
続
可
能
な
利
用

現状より増加現状より増加22件17件営農発電件数

継続95.0％
（2022年度）88.5％87.7%多⾯的機能⽀払の取り組み率

15.0%13.4%
（2026年度）11.9%11.8%

（2021年度）
市域の陸域における⽣物多様性保全に資する地域
の割合

580ha－384ha314ha
（2021年度）環境への負荷を低減させる取組の⾯積

 スマート農機に対して⽀援を⾏い、環境負荷を低減する⽣産性向上の取り組みを促進した。
 環境負荷軽減に資するモデル事業を採択し、環境保全型農業に資する取組が⾏われた。
 じゅんさい池について、⾃然共⽣サイト（OECM）の認定を市内で初めて取得した。

2024年度 市の取組例2024年度 市の取組例

3

 第３期計画では５つの取組方針において、24の取組指標を設定。
 2024年度までに目標を達成した指標14、非達成だった指標6、事業終了等により評価不能な指標4であった。



取組指標・参考指標取組指標・参考指標

中期目標
(2030年度)

短期目標
(2024年度)

実績
(2024年度)

現状値
(2018年度)指標

全市への展開導入検討検討エネルギーマネジメント事業の進捗

取
組
指
標

２

ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
テ
ィ
の
構
築

120件
7,200kW

110件
6,600kW

370件
9,191kW

98件
6,132kWガスコージェネレーションの導入件数、発電出⼒

蓄電池 1MWh
太陽光 6.0MW

蓄電池400kWh
太陽光 3.0MW

蓄電池
2,329kWh
太陽光 3.7MW

蓄電池297kWh
太陽光 2.2MW公共施設への再エネ・蓄電池導入数

前年度以上現状以上12件11件事業者と連携した脱炭素化推進事業の実施件数

641,178kW464,545kW356,077kW335,005kW市内再エネ設備導入量

参
考
指
標

70.2
t-CO2/事業所

82.2
t-CO2/事業所

82.9
t-CO2/事業所
（2022年度）

96.2
t-CO2/事業所
（2016年度）

市内1事業所あたりの⼆酸化炭素排出量

現状より低下現状より低下0.385
kg-CO2/kWh

0.522
kg-CO2/kWh

東北電⼒株式会社の⼆酸化炭素排出係数

５割以上－38.3%－新築住宅の住宅⽤太陽光発電設備設置割合

2024年度 市の取組例2024年度 市の取組例

 新潟市住宅⽤再⽣可能エネルギー導⼊促進事業として、住宅太陽光発電設備の補助を⾏った。
 新潟市エコハウス推進チームと協働により省エネ住宅の説明スキル向上を目的とした事業者向けのセミナーを実施した。
 再エネ推進交付⾦を活⽤し、秋葉消防署でのZEB化を実施した。
 ⻲⽥清掃センターの発電を公共施設66施設で⾃⼰託送利⽤した。 CO2排出量削減効果︓22,000t/年
 新潟スワンエナジーの電気を公共施設676施設に供給した。 CO2排出量削減効果︓14,400t/年

4



取組指標・参考指標取組指標・参考指標

中期目標
(2030年度)

短期目標
(2024年度)

実績
(2024年度)

現状値
(2018年度)指標

累計 200km
8.3km
累計 150km
（2022年度）

4.0km
累計 161km

30.5km
累計 105.1km⾃転⾞⾛⾏空間整備

取
組
指
標

３

脱
炭
素
型
交
通
へ
の
転
換

事業者
⾃主運営1.15回転/日1.93回転/日－シェアサイクル回転数

（検討中）50.3万人55.0万人51.3万人
（2017年度）区バス・住⺠バス・エリアバス×タク利⽤者数

1,198台1,126台
（2022年度）1,126台1,123台

（2017年度）パーク＆ライド駐⾞台数

21.0%18.0%15.9%17.1%
（2017年度）

「⾃家⽤⾞に頼らなくても移動しやすいまち」と思う
市⺠の割合

40台22台26台16台公⽤⾞への電動⾞等導入台数

EV・PHV︓
93,000台
FCV︓6,000台

EV・PHV︓
3,600台
FCV︓60台

EV︓2,310台
PHV︓1,698台
FCV︓県内337
台

EV︓833台
PHV︓671台
FCV︓2台

電気⾃動⾞（ＥＶ）、プラグインハイブリッド⾃動⾞
（ＰＨＶ）、燃料電池⾃動⾞（ＦＣＶ）台数参

考
指
標 6.6%

（2028年度）
6.6%
（2022年度）

6.4％
（2022年度）

6.2%
（2016年度）鉄道・バス・タクシー分担率

2024年度 市の取組例2024年度 市の取組例

 上所駅の整備に着手し、R7.3.15に開業したほか、バス停上屋の整備を進めるなど、公共交通のサービス強化に向けた取り組みを進めた。
 ⾃家⽤⾞から公共交通機関、徒歩・⾃転⾞利⽤への利⽤転換を促進するため、イベント時等を活⽤し、啓発活動を実施した。
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取組指標・参考指標取組指標・参考指標

中期目標
(2030年度)

短期目標
(2024年度)

実績
(2024年度)

現状値
(2018年度)指標

（終了）1,000人743人
(新規受付終了)67人COOL CHOICE賛同者数（累積）

取
組
指
標

４

脱
炭
素
型
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
へ
の
転
換

現状以上現状以上156人258人温暖化対策に関する各種講座等参加者数

実施実施12件11件ESD環境学習モデル校への⽀援

実施実施実施実施小中学校への環境教育副読本配布

953g
（2029年度）987g922ｇ1,006g1人1日あたりごみ総排出量

111,203t-CO2153,263t-CO2154,719t-CO2194,036t-CO2市の事務事業からの温室効果ガス排出量

100%現状以上38.5%28.6%
（2021年度）新築のうち省エネに配慮した住宅の割合

参
考
指
標

1.7t-CO2/世帯2.7t-CO2/世帯
3.5t-CO2/世帯
（2022年度）

4.2t-CO2/世帯
（2016年度）１世帯あたりの⼆酸化炭素排出量

64,700t-CO2
（2029年度）68,300t-CO273,080t-CO271,994t-CO2廃棄物分野の温室効果ガス排出量

2024年度 市の取組例2024年度 市の取組例

 "環境学習モデル校"として⼩学校12校を指定し、⾃然環境や環境に配慮した事業活動の現場などをフィールドとした体験学習や、環境保全活動に取り
組む地域住⺠等を外部講師として招いた授業など、環境学習を進める上で必要となる経費の⽀援を⾏った。

 ESDに関する理解を深めるため、教員を対象に研修会を実施した。
 広報啓発や新潟県観光フェスティバルといったイベントへの参加により、リデュース、リユースを推進した。
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取組指標・参考指標取組指標・参考指標

中期目標
(2030年度)

短期目標
(2024年度)

実績
(2024年度)

現状値
(2018年度)指標

継続6,500ha
（2022年度）6,396ha5,979ha田んぼダムの⾯積

取
組
指
標

５

適
応
策
の
実
践

79.9%76.8%76.8%72.6%浸⽔対策率

継続実施継続実施実施実施熱中症に関する予防広報の実施

2024年度 市の取組例2024年度 市の取組例

 ⽥んぼダムの取組⾯積拡⼤に向け、効果・⽀援制度等について説明会を実施した。
 多⾯的機能⽀払交付⾦を活⽤して、耕作放棄地の解消や地域資源（農地、⽔路、農道等）の適正な保全管理を⽀援した。
 公共施設等に熱中症予防ポスターを掲示、区役所チラシを配付、市HPや市報に掲載等により啓発を実施。またポスター作成に当たり、協定締結団体と
共に取り組んだ。
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推計方法2018年度比
CO2排出量

項目

CO2排出量推計値（2022年度－2016年度）
△19.9万

t-CO2
家庭部門CO2排出量家庭

市内再エネ設備導⼊量による効果推計△1.4万
t-CO2

太陽光・⾵⼒発電設置による効果

産業
・
業務

CO2排出量推計値（2022年度－2016年度）
△67.8万

t-CO2
産業部門＋業務部門CO2排出量

地球温暖化対策実⾏計画（市役所率先実⾏版）により
算定

△3.9万
t-CO2

市の事務事業からの温室効果ガス排出量

電気⾃動⾞（EV）台数による効果推計△1,920
t-CO2

電気⾃動⾞（EV）増加による効果運輸

１⼈１日あたりごみ排出量による効果推計△4,949
t-CO2

ごみ総排出量変化による効果廃棄物

CO2排出量増減推計（第３期計画期間中・2018年度比）CO2排出量増減推計（第３期計画期間中・2018年度比）
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 第３期計画期間中の進捗状況について、項目を抜粋し推計した。
 削減は進んでいるものの、2030年度50%削減、2050年実質ゼロに向けて取組を進めていく必要がある。


